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本稿は，北東アジアにおける地域間経済協力の現状の一端を紹介し，今
後の展望について若干の考察をおこなうことを課題としている。
まず，北東アジアという呼称が示す地域についてである。これは1990年
代に冷戦構造の解体とともに注目を集めてきたニューフロンティアである
が，ここではロシア極東，中国東北部と内モンゴル自治区の一部，モンゴ
ル，北朝鮮，韓国，日本を含むエリアを示すものとして使用する。もっと
1)本稿は，「北東アジアの21世紀」と題して1999年11月6日に中央大学駿河台記念
館を会場にしておこなわれたシンポジウム（中央大学社会科学研究所・同人文科学
研究所・同政策文化総合研究所共催）における筆者の報告「北東アジア経済躙の可
能性」の報告記録をもとに，これを発展的に改稿したものである。筆者の同タイト
ルの報告記録が，中央大学社会科学研究所研究報告（第21号）『現代東アジアの国
際関係』 (2001年10月刊）に収録されている。あわせて参照していただければ幸い
である。
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も，「北東アジアの概念はまだ確定したものにはなっていない」（辻〔2001〕
p.65) と言われるとおり，同じ呼称で台湾，中国・華南経済圏，さらには
モンゴルから東シベリア地域全体を含む，東アジアと呼ばれるエリアとほ
ぼ同義の使い方がなされる場合もあれば，反対に非常に限定的に日本海を
共通の内海とする地域のみを指す，いわゆる「環日本海」のたんなる言い
換えを意味しているようなケースもある (A.BOJLIIT皿〔2000〕）。
いずれにしても，この地域の国際協力を考える時に'ASE.ANやAPEC
さらに近年注目を集めつつあるsco(上海協力機構）などと大きく異な
る点は，これらの組織が政府対政府の協議をベースにした国家間協力とい
う形をとっているのに対して，北東アジア地域における国際協力の主体は
1国のなかの地方であり，そこでの自主性を基盤とした内発的な経済交流
が目指されている，という点である2)0 
1. 多国間経済協力
冷戦期の北東アジアは，世界のなかでもっとも複雑な国際関係をかかえ
る地域の 1つであった。北極海，ベーリング海をはさんでの米ソの軍事対
立，国境線確定をはじめとする中ソの政治対立，朝鮮半島における南北対
2)坂田〔2001〕は，冷戦後の地殻変動によって北東アジアに族生しつつある地方間
交流の新しい動きを，グローバリゼイション (Globalization) とローカリゼイショ
ン (Localization)を合成した造語であるグローカリゼイション (Glocalization) と
いう用語で表現している。この用語は， EU,ASEANなど国家単位での地域統合化
を目指す「地域経済圏」 (RegionalizedEconomic Zone)や華南経済圏，環黄海・渤
海経済圏のような経済補完的な「局地経済圏」 (LocalizedEconomic Zone) とは異
なり，「国境を越えた地方間交流のように地方の活性化（地方化）という課題（ロー
カリゼイション）をグローバリゼイションという世界的潮流に結びつけようとする
新しい試みを意味する。換言すれば，地方の主体性を確立しながら国境を越えた交
流圏の形成をめざそうとする試み…／…共生型の『局地経済圏』をめざそうとする
動き…／…そうした新しい動きを総称するものである」 (p.84), と説明している。
また，唱新〔200幻(pp.130-1)も基本的に同じ定義に立っている。
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立，北方領土の帰属をめぐる日ソ間の係争というふうに，緊張関係の微妙
なバランスの上に関係各国・地域が存立していた。
それゆえ，北東アジア地域の経済交流は，企業ベースのビジネスとして
立ち上げることはきわめて困難な環境であった。当時は国と国との，と
いっても国家が直接プレイヤーとして参加するという意味ではないけれど
も，政府間協議をベースとして，あるいは公的資金の支援を得て個別資本
が事業参加していくという形態での経済交流が中心であった。いわば，北
東アジアの地域間協力の大半は「ナショナル・プロジェクト」として推進
されてきたのである。
たとえば，サハリン大陸棚石油・ガス開発プロジェクトのケースは，
1972年の（第 5回）日ソ経済合同委員会でソ連側が提案したのが発端で
あった。その後79年12月のソ連のアフガニスタン侵攻や83年9月の大韓航
空機事件などで長期間の停滞を余儀なくされることになるが，冷戦構造が
溶解した90年代に入って日本側は，このプロジェクトの推進主体として
「サハリン石油・ガス開発 (SODECO)」を設立し (95年3月），ロシア側
およびオイルメジャーと共同して開発にあたる態勢を整えている3)。同様
に，旧ソ連の資源開発関連で言うと， 1970年代半ばにソ連・日本・アメリ
力による国際共同プロジェクトとしてスタートしたヤクートの天然ガス開
発がある。これも上述したような国際情勢の激動に翻弄されて長期間棚上
げ状態にされてきたが， 90年代の半ば以降，イルクーツク州のコヴィク
タ・ガス鉱床の開発と合わせ，両地域から北東アジア地域を貫通し日本に
到達する国際パイプライン網を建設するという，壮大なインターナショナ
ル・プロジェクトとして再び注目を集めるに至っている。
一方，中国の関係で見ると，たとえば黒龍江省の三江平原，すなわちア
3) このプロジェクトは「サハリン I」と呼ばれる。ちなみに， 1986年に開発に向け
て日ソ間の共同作業が開始された後発の「サハリンI」の方は，日ソ（口）に欧米
のオイルメジャーを加えた「サハリン・エナジー・インベスト社」を事業主体（オ
ペレーター）として， 1999年7月に石油・天然ガスの商業生産を開始している。
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ムール川・ウスリー川・スンガリ川の 3つの河川に囲まれた大湿地帯を農
地に転換するプロジェクトが1980年以来進行してきている。この「三江平
原商品穀物基地開発計画」は，中国の国家級プロジェクトであり，日本も
対中第 4次円借款 (1996-99年度）の重点案件の 1つとして位置づけ，事
業化への参加を期待してきたものである。また， 1980年代から90年代初頭
にかけて中国政府は，東北部における拠点都市（大連・藩陽・ 長春・ハル
ビン）を経済技術開発区に指定し，日本の ODAを含む内外からの公的資
金を導入し，対内直接投資の受け入れに向けた産業基盤整備を進めてい
る，などである（北東アジア研究会〔199釘 pp.144-147., 日中経済協会
〔2001〕pp.132ー134)゜
2. 地域間経済協力
以上のものが，全体として見たときに国のイニシアティブによる中央政
府主導型の多国間協力であると呼びうるならば，冷戦後の北東アジアで期
待されたのは地方間あるいは民間主導の国際経済協力である。それはなり
よりもまず，表1に示されるとおり，このエリアにおける関係各国・地域
の経済・経営資源の相互補完性の存在に注目した議論であった。「冷戦に
表1 北東アジアにおける経済的相互補完性
ぶ 資本 技術 経営力 労働力 エネルギー 原材料
中国東北 ＋ ＋ ＋ 
日 本 ＋ ＋ ＋ 
北朝鮮 X ＋ X ＋ 
韓 国 ＋ ＋ ＋ 
モンゴル X X X ＋ 
ロシア極東 X ＋ ＋ 
プラスは豊富を，ーは不足を， Xはコメント無しをあらわす。
出所） V. Portiakov (199的 p.51.
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よって隠蔽されていた潜在的可能性を開放し，互恵的経済協力を発展させ
る」 (A,A,!{MH,1{而，E.,lJ;eBae腿〔199釘 c.29), というわけである。
そして，こうした期待のもとで登場した国際プロジェクトの 1つが図何
江流域開発計画 (TumenRiver Area Development Programme : TRADP) 
であった。これは後に見るとおり， 1991年7月に国連開発計画 (United
Nations Development Programme : UNDP)の重点事業に指定されたこと
もあって，ポスト冷戦期における地方間協力のシンボル・プロジェクトと
して国際的に注目された。同流域開発をめぐる構想については，すでに少
なくない数の研究が公にされているので，ここではまずそのいくつかに依
拠しかつ現地調査4)のさいの見聞をも交えて，同構想の経過と内容を簡潔
に見ておきたいと思う。
(1)図釘江流域開発構想
図何江開発構想が最初に提起されたのは1990年7月，中国の吉林省長春
市で開催された第1回北東アジア経済技術発展国際会議（中国アジア太平
洋研究会，アメリカ・ ハワイ東西センター共催。中国，アメリカ，日本，
ソ連，韓国，北朝鮮，モンゴルの 7カ国が参加）で，吉林省政府代表（丁
士晟・図門江地区開発弁公室主任）が図刑江デルタを国際的な物流・貿
易・加工の基地とする開発構想を発表したことに始まる。
丁〔1996〕によれば，同デルタは「黄金の三角地帯」と呼ばれ，その開
発は 3つの段階で構想されていた。第 1段階は図何江デルタの渾春（中
国），ポシェット（ロシア），羅津（北朝鮮）を結ぶ「小金三角」（約
1,000kmりを国際自由貿易区として共同開発し，第2段階でこれを延吉，
ウラジオストク，清津の「大金三角」（約1万kmりにまで拡張して国際
4)中央大学人文科学研究所「民族の諸問題」研究チームの一員として1998年8月上
旬の 1週間，中国・吉林省延辺朝鮮族自治州を中心にして「民族と開発」にかんす
る調査・研究に従事。吉林大学東北アジア研究センター（長春市）および延辺大学
（延吉市）でセミナーをおこなったほか，図何市，輝春市，防川地区などを訪問し，
開発状況を視察した。
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経済開発区とする。そして将来は「北東アジア開発区」へと拡大・発展さ
せる， というものであった（図1,および坂田〔2001)p.55, をも参照）。
そもそも，吉林省がこの図何江流域の開発にこだわった最大の理由は，中
国・東北3省のなかにあって同省が唯一海への直接の動線を有していない
ことによる（沿海部である遼寧省は別格として，内陸部にある黒龍江省に
もアムール川からオホーツク海に至る河川航路が開設されている）。すな
わち，ロシア，北朝鮮と国境を接する吉林省の防川地区は，図『1江河口か
ら15kmほど内陸に入ったところに位置している。そこでこの防川に河港
をつくり，ここを拠点に国際貿易・物流基地を建設し，シベリア・ラン
ド・ブリッジ (SLB)を経由してヨーロッパと結ぶ， という気宇壮大な構
想に至ったわけである凡
吉林省提案のこの構想は，中・朝・ロの国境を越えた地方間協力であ
り，まさにポスト冷戦期における国際共同プロジェクトにふさわしいとい
図1 図『1江河口地域（「小三角」と「大三角」）
中国（吉林省）
出所）国際開発センター〔199幻 p.38.
5)上記（注4参照）吉林大学のセミナーで中国側は，防川に河港を建設する構想に
ついて，「辺境を開発して海に通じる」と表現していた。
北東アジアにおける地域間経済協力について（酒井） (385) 147 
うことで国連の支持を受けるところとなった。とくにその専門機関である
UNDPは現地視察をふまえ， 1991年 9月UNDP独自の「図刑江地域開発
報告書」を発表した6)。その要点は， 2010年までの20年間で300憶ドルの
資金を投入，これら 3国に跨がる国境地域に50万人規模の「国際都市」を
建設し，工業開発と貨物集散の拠点（ユーラシア大陸を渡るランド・ブ
リッジおよび後背地へのゲート・ブリッジ）とする， というものであった。
6) UNDP作成の「図罰江流域開発，調査ミッション報告書」の中心部分は次のよ
うな内容から成っている。やや長文になるが，当時の雰囲気がよく表されているの
で引用しておこう（国際開発センター〔199幻 pp.39-40)。
①開発の目的
当地は中国の吉林省・黒龍江省の大市場と旧ソ連，北朝鮮，モンゴルの労働
カ・天然資源とに容易にアクセスができ，日本・韓国にも近く，遠く欧州へも便
利な場所である。このような土地が北東アジア地域の特性を生かして香港・ シン
ガポール或いはロッテルダムのような港湾都市へ発展していくことが望まれてい
る。
②開発の範囲
2つのサイズの開発構想があり，小三角地帯は羅津・渾春・ポシェットを結ぶ
面積約1,000平方キロの開発区をさし，大三角地帯は清津・延吉・ウラジオスト
クを結ぶ面積約1万平方キロの開発区域をさしている。
③開発参加者とその見解
旧ソ連：ウラジオストクから清津に至る大デルタ地帯の開発には賛意を示
し，ナホトカでの自由経済区の設置を表明した。逆に北朝鮮内だけ
での大規模な経済開発はウラジオストクとナホトカの地盤低下を招
くとして反対した。
中 国：海への出口を求めて積極的な提案がなされている。例えば，図刑江
での港湾開発か，北朝鮮またはl日ソ連から港湾施設を借りるか，旧
ソ連領内に運河を建設して海にアクセスするかのいずれかを要望し
ている。また，特別経済区の設置については積極的である。
モンゴル：モンゴルは従来からl日ソ連との通商が多く中国とはそれほど多いも
のではなかったが，図刑江と結んで欧州につなぐルートには大きな
魅力を感じている。
モンゴルは別途天津港を貿易港に指定して日本・韓国との貿易拡大
を目指す政策も取っている。
なお，日本・韓国の 2国の見解については紹介されていない。 /' 
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しかし，これらの計画は見込みや期待で作成されている部分も多く，そ
の後多くの難点の存在が露呈してくることとなった。たとえば，図『1江河
口は川幅が狭く水深も浅いため常時浚渫が必要であり，それには膨大なコ
ストがかかること， UNDP案の300億ドルの資金調達の見通しはまった＜
立っていないこと， 3国共同の管理・運営による「国際都市」案も関係国
おのおのの合意が得られていないこと，などである。わけても， V.
Portiakov (1998〕によれば，この地域への対内投資は韓国系の資本にわ
ずかに動意が見られるのみで，あとの国・地域からは目立った動きはない
ことが決定的な問題であった匹
(2)「図門江」後
したがって，「黄金の三角地帯」案，防川河港案， 50万人「国際都市」
案といった図『1江流域開発計画のコアとなるべき案のいずれもが，公式に
撤回された訳ではないものの，現状では事実上挫折状態にあるといわざる
をえない状況になっている。かわって，中・朝・ロの各国とも，それぞれ
の地域内における既存の地区の開発を優先するという現実的な計画に傾斜
／④開発の予算
この地域を20年間で開発しようとすれば， 10か所程度の海運ターミナルと， 50
万人以上の人々のために住宅と関連施設が必要である。そのコストは， 300億ド
ル程度を想定しており内訳は下表に示す通りである。
図刑江地域の開発に必要なコストの規模
施 設 コスト（億US$)
地域社会インフラストラクチャー 130 
輸送インフラストラクチャー 110 
教育 10 
小計 250 
偶発費用 50 
合計 300 
7)図fl"J江流域投資交易会は， 1995年10月の延吉で開催されたものが8.43億ドル（う
ち外資6.11憶ドル）の成約 (agreementsand protocols)があり最大であったが，以
後 (96年9月羅津， 98年5月ウラジオストク， 98年9月渾春）は，回を追うごとに
停滞色を強めてきているという (V.Portiakov (19蹄〕 p.52)。
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してきている。
中国では，図『1江計画の最前線都市である渾春を1992年3月に国境経済
合作区に指定し，区内への進出企業には租税減免や貿易権付与などの優遇
措置をとっている。吉林省の悲願ともいうべき外洋への進出は，「港を借
りて海に出る」構想に修正され， 1つは渾春からロシアのザルビノ港に向
けて鉄道の整備8)や道路の改修が進行中であり，他の 1つは，同じく渾春
や図『1から羅津港へ向かうルートであり，道路と鉄道の近代化工事により
輸送力の強化が計画されている。
北朝鮮では， 1991年12月に羅津・先鋒地域を「自由経済貿易地帯」に指
定し，市場経済の導入をはかっている。同「地帯」を，租税減免などの特
恵措置により外資導入を促して加工輸出基地に育成し，また港湾機能を生
かして国際的な中継貿易基地として整備していくことが目指されている。
ロシア極東では，沿海地方政府の依頼により，国連工業開発機構
(United_ Nations Industrial Development Organization: UNIDO)が1991年
10月に「大ウラジオストク自由経済圏」構想をとりまとめ， 2010年までの
20年間に150億ー 200億ドルを投下してインフラ整備をおこない，外資導入
を進めて輸出主導型の経済発展を実現する計画であった。しかし本構想そ
のものも，またその前提となる「自由経済区法案」9) も大統領によって署
名がなされないまま，いずれも棚上げ状態にされてしまっている。もっと
も， UNIDOによる「自由経済圏」構想の方は，ほぼ同じ時期 (91年9月）
に同じ国連の機関 (UNDP)がまとめた「図何江計画」といかにして並立
8)中国は標準軌 (1,435mm), ロシアは広軌 (1,524mm) と軌道幅が異なるため，
中国側の渾春積替駅とロシア側のカムショーバヤ積替駅の区間27kmに，標準軌と
広軌の軌道を各々敷設する工事が1993年より開始された。この工事は， 94年6月に
完成予定であったが，積替施設や税関施設など付帯設備の建設が資金難で長期化し
たことにより大幅に遅れ， 96年10月に漸く広軌での軌道接続が完了した。初の営業
運転は2000年2月25日であったという（坂田〔2001)p.68参照）。
9) 1997年7月にロシア議会（上院）を通過したこの法案は，区内への進出企業に対
する優遇措置では中国の「経済特区」などの場合よりもさらに大胆な内容をもっ／
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されうるのか最初から疑問視されていたし，資金計画などにも具体的な詰
めの甘さを指摘する声が多かったことも事実である。
現在は，ウラジオストク，ナホトカ，ボストーチヌイといった既存の港
湾の施設を整備し，地域開発につなげるという現実的な構想に変っている
（環日本海経済研究所〔2〇〇〇〕 p.152)。また，図刑江河口に近いザルビノ
港は，中国側からのトランジット貨物需要に向けて中口共同管理の合意下
に置かれ，上述のとおり同港までの道路・鉄道整備構想と合わせて，その
開発計画の全体がいまようやく動き出しつつあるところである。
図刑江の国際共同開発計画は， UNDPのイニシアチブのもとで「図『1
江地域開発調整委員会」（中•朝・ロ各国の協議・調整組織）と同「諮問
委員会」（中•朝· ロに韓国とモンゴルが参加）が設立され，現在も地域
間協力の灯を消さない努力はつづけられている。
3. 地域間協力の困難性
図憫江開発は，北東アジアにおける地域間の国際協力の中核的プロジェ
クトとして出発しながら，現在のところ，当初期待された成果はまった＜
といっていいほどあげられていない。ここでは，その原因として議論され
ていることのいくつかを整理しながら，地域間の国際協力の困難性につい
て考えてみたい。
その 1つは，多くの人によって指摘されているところであるが，「脱冷
戦バブル」の崩壊という要因である。地政学的にみて冷戦期最大のホッ
ト・イシューでありつづけた北東アジアが，国際地域協力の核として浮上
してきたのは，「東西冷戦の終結」という新時代の文脈を抜きにしては考
／ていた。例えば企業設立から 5年間は利潤税が免除される（中国「特区」は 2年間
免除，以後3年間は半減）。 6年目以降も利潤税に関しては減免措置が適用される。
（中国「特区」は 6年目以降は「特区」内の通常税率15%が適用される。ただし
「特区」外と比較すれば依然として減税状態はつづいている）。また，付加価値税の
各種減免措置が設定されている，などである。なお「自由経済区法案」の詳細につ
いては，ロシア東欧経済研究所〔199釘 p.291,を参照。
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えられえなかったことは明らかである。
しかし，大きく膨らんだ期待とは裏腹に， 1990年代脱冷戦の潮流はその
まま勢力を拡大しつづけることはなかった。とくに，半世紀にわたるイデ
オロギーの対立・抗争下に置かれていた朝鮮半島の緊張緩和は，容易には
進まなかった。 1998年2月に韓国に金大中大統領が誕生し，南北間の和解
と協力を目ざし「包容政策」を発表したが，その後も北朝鮮による長距離
ロケット（ミサイル）打ち上げ事件や地下核疑惑施設問題の浮上など，半
島情勢の不安定性には何ら本質的な変化は見られていない。一方で，市場
経済と民主主義への移行を目指したロシアやモンゴルの体制転換路線も，
90年代初頭に描かれた青写真のとおりには進まなかった。「社会主義市場
経済」という独特の政策理念を標榜し，唯一順調であるかに見えていた中
国も，アジア危機 (97年7月）の影讐で一定のリセッションを経験した。
こうした意味で，脱冷戦初期のユーフォリアと期待はいまや急速に冷めつ
つある， というのが実態であろう。
つぎに，社会・文化的要素の摩擦，衝突という要因である。北東アジア
地域はアジアの儒教文化圏とヨーロッパのキリスト教文化圏とが出会う場
所である。この点は，土着化した華僑文化がかなりの程度支配している東
南アジアの地域経済圏などとは大きく異なっている。また文明の水準（こ
こでは経済や社会生活のレベルで測定）という点でも，表2に見られると
おり，この地域の関係国・地方間の格差は著し<, おそらくは世界の他の
どの地域にも類例を見ないほどに大きいものがある。こうした文化や文明
の違いという側面は，個々の国や地域が直面する課題の違いとなって現れ
るから，地域間協力を考えるうえでは非常に大きなファクターであると言
うべきであろう（坂田・本田・凌〔2〇〇〕 pp.24-25)。
第 3は，サブ・リージョナルな多国間・多地域間協力の難しさである。
山澤〔1999〕によれば，地域経済協力にはさまざまな程度のものがある。
EUのような政治・経済統合を目指す完成度の高い制度的統合がある。ま
たNAFfAやAFfAのように，貿易投資自由化を主要目的とした自由貿易
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表2 北東アジア諸国・地域の社会・経済格差o(1998年）
~ 1人あたり 1人あたり HDI'>順位国民所得2) 国内総生産3)
日 本 100.0 100.0 8 
韓 国 23.3 52.9 30 
ロシア（極東） 4.9 20.7 72 
北朝鮮 2.5 18.5 75 
中国（東北） 1.5 13.9 106 
モンゴル 0.8 17.9 101 
1) 1人あたり国民所得と 1人あたり国内総生産は日本を100と
した指数
2)期中平均為替レート・ベースによる測定
3) 1995年価格による購買力平価ベースによる測定
4) HDI-Human Development Index (人間開発指数＝どの程度人
間性豊かな生活をしているかの指数で，平均寿命，識字率，
購買力平価による実質所得を総合して算出される）。
出所） Lクライン〔199釘 p.9.,およびUNDP資料
(http:/ /www.undp.org/)より作成．
地域または自由貿易協定 (FTA) と呼ばれるものもある。さらに低い段階
の非制度的統合とされる APECもある。北東アジア経済圏は，それより
もさらに制度化の程度が低い局地経済圏 (Sub-regionalEconomic Zone : 
SREZ) と分類される。そしてそれは，「成長の三角形」（シンガポールー
マレーシア・ジョホールーインドネシア・リアウ島）や中国「華南経済
圏」，「蓬莱経済圏」（台湾ー福建省ー沖縄）と同様である，という (p.14)。
しかし，北東アジア地域には，アジアの他のSREZと比較して目立った
特徴がある。それは 1国のなかの地方といっても，たんなる 1地方ではな
くして周辺地，周縁地としての地方であるということである。ロシア語の
「ダーリニ・ボストーク」という言葉が示すごとく，「極東」は「はるかか
なた」，「果て」としての地方であるし，中国の重工業基地「東北三省」も
改革・開放の波に乗り遅れ，全国工業生産額に占める比重は1950年代の約
20%から 9%台 (99年末時点）に落ち，今や完全に周辺に分類される地方
になりつつある。
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このような場合，上述の「大ウラジオストク自由経済圏」構想のところ
で見たとおり，地方と中央の利害対立や政策上の意思決定における麒輛や
ねじれの存在が一層複雑なものになってくることは避けられない。かかる
条件下で，人・モノ・カネが国境を跨いで大量に移動し合うということは
一般には考え難い。
第4に，たとえば図『1江開発構想において決定的に欠けていたのは，当
該地域における貿易上のステープル・グッズは何かということ，あるいは
外資にとっての投資現境上の比較優位は何かということ，の厳しい検討で
ある。北東アジア地域の資源賦存はたしかに相互補完的である。しかしそ
れだけでは経営資源の移動は起こらない。それに，賦存している資源のス
テープル性や比較優位性が加わらなかったならば資本のダイナミックな活
動は生まれえないのである。
開発資金の調達問題なども，それ自体重要なことがらではあるが，以上
を満たすことによって資本に明確なインセンティブを与えるうるような事
業案件であれば，それは自ずと解決がつくと見るべきであろう。
むすびにかえて
坂田〔2001〕は言う。「北東アジアで問われているのは，国家レベルで
の地域統合化の可能性ではなく，多様な構成主体を前提として，経済的補
完関係に基づく経済圏を求めていくのか，経済交流・協力を柱とした国境
を越えた地方間での経済交流圏をめざしていくのかという，基本的な視点
の問題である。後者の視点は経済的補完関係による結びつきを否定するも
のではないが，それを第一義的に求めることに対しては否定である」
(p.85)。
ここで坂田が主張しているのは，北東アジアの経済交流は，国家間協力
にもとづく地域統合化（「地域経済圏」）の方向においてではなく，また経
済的補完関係による自然経済領域（「局地経済圏」）の形成としてでもな
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く，まさに地方の自主性を基盤とした内発的な経済交流（共生型「局地経
済圏」）として追求されるべきである， ということである。
この主張は，たしかに理念的には首肯しうる提案であるが，一定の範囲
を有するエリアの開発という時に，共生型「局地経済圏」というコンセプ
トはメイン・システムとしてはたして実効性を持ちうるであろうか。
前節で指摘したとおり，北東アジアでは地域内におけるステープル性や
比較優位性の存在は明確には確認されてこなかった。したがって，内生的
な資本移動によって地域内に経済領域が自然発生的に形成されてくる可能
性はあまり大きくない， と言うべきであろう。とすれば，この地域内での
経済交流の形成は多かれ少なかれ「人為的」（あるいは「目的意識的」）に
作られていくしかない， ということになる。
このように考えるとそこでのオプションは 2つである。政府が民間のた
めに露払い的役割を積極的に果す「政府間協議」の方向か， もしくは市民
による国境を跨いでの草の根的交流運動の方向か，のいずれかである。
「経済交流・協力」をいかなる内容のものとして考えるかにもよるが，後
者の「運動」方式では，それ自体の独自の意義は評価されつつも，経済開
発に神益する度合いという点では自ずと限界があろう。この方式は経済協
カの，あくまでサブ・システムにとどまるものであろう。北東アジアの地
域開発と住民の生活改善を継続的に実現するためのオプションは，政府が
指導的役割 (guidingrole) を積極的に果たしていく（青木・金・奥野
〔199刀 p.433), という方向においてしかないであろう。とりわけ，同地
域の政治経済情勢や発展格差の存在をふまえて考えるならば，このオプ
ションの必然性は明らかであろう。
この点で，図刑江開発が地方主体の国際共同プロジェクト構想として出
発しながら，結局は「調整委員会」・「諮問委員会」という「北東アジア地
域内では初めての政府間組織が形成されること」（環日本海経済研究所
〔20叩〕 p.154)に至ったことは，きわめて示唆的であると言わなければな
らない。
論文・単行本
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